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［11］　鉄筋 コ ン ク リー ト部材の せ ん断強度 と変形性能

正 会員　渡辺史夫 （京都大学工学部）

1．序

　曲げせ ん断を受ける鉄筋コ ン ク リー ト部材は、危険断面が曲げ破壌する以前の低い荷重段階に

おい て斜めひび割れの 発生を伴っ て 急激に破壊する こ とがあり、 通常これをせ ん断破壌と呼ぷ 。

図1にせん断補強筋を有 しな い 鉄筋コ ン ク リー ト梁の 曲げ破壊 （引っ 張り破壌 ）とせ ん断破壊の典

型的な例を示した。 梁A は外力の増大に ともな っ て曲げひび割れの発生、引 っ 張 り鉄筋の降伏を

経験した後、 圧縮縁コ ン ク リー トの圧壊により破壊する 。

一方梁 B は曲げひび割れの 発生後引 っ

張 り鉄筋が降伏する以前に斜めひび割れ の 発生を伴っ て急激に耐力を失う。 こ れが、典型的なせ

ん断破壊の
一

っ で ある斜張力破壊であり、 こ の発生の有無に対する目安はせん断ス パ ン長 さと断

面有効高さの比a／dであ り、Kanii）に よる とa／d≧5．6であれば斜張力破壊 は起 きない とされて い る。

　さて 、 図 1よ り明かなように、鉄筋コ ンク リー ト部材の せん断破壊は脆性的な為、 こ の よ うな

破壊は極力避けるべ きで ある 。 特に、地震国に お い て は 、 じん性に富んだ曲げ破壊を先行 させな

ければい けない 。 したが っ て、現在の鉄筋コ ンク リー ト部材のせ ん断問題に関する研究の焦点は、

強度のみ を要求される部材の せん断強度お よびじん性部材 （降伏ヒ ンジ発生部材 ）の 曲げ降伏以

後の じん性確保の 方策にあり、 各所で精力的な研究が推進されて い る 。 また、新材料、例 えば高

強度コ ンクリー トまたは高強度せ ん断補強筋を用い た梁、柱の せ ん断強度およびじん性に関して

も研究が推進され て お り、

一部は既に実用化され っ っ ある。

　本報告では 、 せ ん断ひび割れの発生、せん断補強筋の 効果 、 せ ん断強度の算定およびじん性の

確保とい っ た基本的問題に っ い て、過去 の主たる研究成果を引用 して順次解説を加えて い く。 た

だ し、 筆者の 立場上、 主として建築の

分野につ い ての解説 になるこ とを御容　　　　　　曲げ蕎局 強度

赦願い たい 。　　　　　　　　　　　　　　　　 FLexurat　Strength

2．せ ん断補強筋を有しない

　部材の せ ん断抵抗機繕

2．1．梁機構

　鉄筋コ ン クリート曲げ部材断面の 解

析には平面保持の仮定 とコ ンクリー ト

は曲げによる引 っ 張り応力を負担 しな

い との仮定が用い られる。 こ の仮定で

常用状態で の 長方形断面単筋梁の中立

軸深さxd および合力中心 距離jdを求め

ると、 周知の下式が得られる。
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図 1 ．梁の 曲げ破壊 とせん断破壊
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xd塞 ［−n ・pt＋4
−
｛n ・pt（n ・pt＋2）｝】d　−（1）

　　　　jd＝d−xd ／3　　　　　　　　　　−（2）

こ こ で 、 nは弾性係数比、　 ptは引 っ 張

り鉄筋比、dは断面有効高 さで ある 。

（1）、（2）式より判 るように 、 jd は 一

定 （図2）で あり、 従っ て鉄筋の 引張

力 Tはモーメ ン 団 の大 きさに比例 し

て変化する。

軽（SQ：
漁 ll臘 　 Lb・・ 一

せ ん断応力分布

C＋aC

dtQ ）M・。 M

T÷ムT

T＝ M／jd 一
（3） 図 2 ．断面せん断応力と付着応力

こ の 状態では 、 図 2に示すように、せ ん断力は コ ン ク リー ト断面 に生じるせ ん断応力によ っ て負担

される 。 同図に示すよ うに、梁に於 い てはせ ん断応力は圧縮縁で零で 中立軸位置で 最大値 τ c （軸

圧縮力の存在する場合には中立軸位置より少 し上 で 最大とな る
2 ，

）とな り、 以下引張鉄筋位置 ま

で
一

定値をとる。 この下方に伝達 されたせん断応力 τ cは引張鉄筋の付着応力 τ bと釣 り合う。

τ c ＝Q／（bljd）　一一（4．a） τ c ・bldx＝ τ b，Σ ψ
・dx　−一（4。b）

従 っ て 、 引張鉄筋の 付着作用の喪失 （丸 鋼等付着性能の 悪い 場合に生 じ易い ）も し くは曲げひび

割れ間の コ ン ク リー ト片持ち梁の破壌によ りこ の釣合が溝足 されな くな っ た場合に は、（3）式で 与

えられるモーメ ン ト変化に対応した鉄筋引っ 張り力変化が生 じな くな り、 後で述べ るアーチ作用

が支配的 となる。 さて、こ の τ bは、鉄筋の付着強度が（4．b）式よ り求め られる τ bより大きい 場合

に は 、 曲げひ び割れ間に形成 され たコ ン ク リー ト片持ち梁の 曲げ抵抗お よび ひび割れ間骨材の噛

み合 い 作用等 によ っ て 支持されるがある限界 に達すると、せ ん断ひび割れが発生 す る。 こ れを極

め て単純化 し説明 したのがKaniの Tooth理論
D

で あり、い ろい ろ問題は あるが真実の 一
端を表 し て

い るもの と考 えられ る。 既往のせん断ひび割れ強度Qcに対する式は種々 あるが こ れ らはすべ て、

梁機構の喪失強度を与えて い るもの と考えて よい で あろ う。 以下にそれらの 幾っ か を挙げる 。 こ

こ で、（8）式は（5）式を軸力の 存在する場合に まで拡張したもの で ある 。

麺 式
1 ， Qc＝ （7／48）lft

， ・b・d・（Cw／s） 一一（5）

荒皿式3） Qc＝0．0851kc ・（Fc＋500）〆（a／d＋1．7），b・d 一（6）

Mattock　　4｝ Qc＝ （1．75−0．036／n／pt ＋4 ・n ・pt），0。265・t！
一
（Fc）・b・d＋Mcr／（M／Q−0．5・d）　　一一（7）

遡 5 ｝

　　　Qc＝ （7〆48）・ft
’・b・d・（c冒／s）＋｛1−0．785くd−o．5・h）・n 。AstId／1eq｝・Oo　　−一

（8）

Cw：曲げひび割れ間隔、　 s：コ ン クリー ト片持ち梁長 さ、　kc：断面高さに よ り決まる係数、　b：断面幅、
d：断面有効高さ、 a：せ ん断ス パ ン長さ 、　n：鋼 とコ ンクリー トの弾性係数比、　pt ：引張鉄筋比 、

　Qc：
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梁機構耐力 、 b：断面幅、　 h：断面全高 さ、　 d：断面有

効高 さ、Fc：コ ンク リー ト圧縮強度、　 ft
’

；コ ン ク

リー ト引張強度、Ast；引張鉄筋断面積、　 Ieq：コ ン

ク リー トに換算 した等価断面 2 次モ ーメ ン ト、

Mcr：曲げひび割れモ ーメ ン ト、
　 M；ク リティ カル断

面曲げモ ーメ ン ト、 Q：クリティ カル 断面せん断力、

Qo； クリテ ィ カル断面の 引 っ 張り鉄筋位置コ ンク

リー ト応力が零とな るときのせ ん断力

2．2．アーチ機構

CdjT

　 　 　 　 G

皿 皿 皿皿BT
　 　 鉄筋 引張力分布

A，chA ・ti・nj ，
d・亅d奇

図 3 ，アーチ機構

　せん断補強筋の無い塲合には 、 せ ん断ひび割れ 発生後はアーチ機構によ り外力せ ん断力に抵抗

する。 こ こ で は 、 図3に示すよ うに鉄筋には
一
定の引張力が生 じてお り、 モーメ ン トの変化には応

力中心距離の 変化で対応して い る。 こ の ような場合には破壊は最大モ ーメ ン ト断面で の コ ンクリ

ー ト圧壊によっ て生 じるもの と考えられる 。 アーチ機構耐力を与えたもの として は、Waltherの せ

ん断圧縮理論
e 》

、Kaniの残存アーチ理論
i ）

お よびNielsenの下界定理 に基づい た塑性式
7 ，

（図4参

照 ）等がある。 またせ ん断補強筋の無い梁のせ ん断強度に対する荒川式3 ，も基本的に はアーチ耐

力を与え て い るもの考え て よ い であろう。 以 下に 、
Kani

、
　 Nielsenお よび荒川 によるアーチ機構耐

力qa式を示す （Walther式は構成が複雑なの で文献を参照されたい ）。

麺 式 D Qa＝ 1．11・顎 ・（d／a） 一一
（9）

Niel　en　 1 》 Qa＝ 　［t！
一
　｛（a／h）2＋1｝　ra ／h］　・ソ ・Fc・b・h／2 一一（10）

荒皿式 3｝ Qa＝ O．1151kll・kp・（180＋Fc）・b・j／（a／d＋0．115） 一一（11）

Qm：クリティ カル断面が曲げ破壊する ときのせ ん断力、　 V ；コ ンクリー ト圧縮強度有効係数、 」：応

力中心距離、 a ：部材せ ん断スパ ン長さ、　 h：部材断面全高さ、　 b：部材断面幅、　 ku，kp：梁断面有効高

さお よび引 っ 張り鉄筋量の影響を表す係数

これ らの式はすべ て、a／d 比が大き

くな るほどアーチ機構耐力が小さ く

なる構成とな っ てお り、 実験結果 と

対応 してい る。 当然のこ とで はある

が、せん断ひび割れ耐力のほ うがア

ーチ機構耐力よ りも大きい 場合には、

せ ん断ひび割れの発生 と同時に部材

は破壊する。 また、（9）式を軸力の

存在する場合に拡張する方策は文献

（B）に示されて い る。
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図 4 ．Nielsenによるア ーチ機構 （文献 7 より引用》
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3．せん断補強筋の補強効果

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Qt

せ ん黼 嬲 の補WW 果に ll
灘 黎1綴 黎 卜
Qcに到達 して以後の耐力上昇

Qsを実験的に求め、せん断補

強筋の面積比 と降伏強度の 積

PW・
σ・wy の 関数として実験式

で与 えるもので荒川 式
e 〕

（（12）式）、

ト Sd

ト X −1b

・x ・sin φ・c σ
亡

。
σ
t 　 　 　 　 　

’si”φ

lb
°x ’pw ’σ

”・ …　t

　 　 　 　 　 　 　 　 　 Qt
ト
ー

」ゼ cot φ一一

図 5 ． トラ ス機構

　　　　　　　　　　　　　　　　 六車 ・渡辺式
5 ，

（（13）式）などがある 。 こ れら 2 式の 違い

は、前者が実験で得 られた破壊耐力に 、 後者が実験時の 実測せ ん断補強筋応力変化に基づい て い

る点にあ り、現行の 建築学会RC規準のせ ん断設計式は（12）式より導かれたもので ある。

qs＝ 2．7・（p騨 ・σ wy ）臼・5 ・b・jd　−一
（12） Qs＝ 3．0（pw ・ σ wy ）　

e・Tes ・b・jd　　　−一（13）

も う一
っ は図5に示す トラ ス 機構によ っ て表す方法で ある。 トラス 機構に よる負担せ ん断力Qtは、

材軸に直角に配筋 された通常の フープおよびスターラ ッ プに対しては 、

Qt＝ b・jt・pw・σ WY ・COtdi 一一（14）

で与 えられ る 。

jt： トラ ス機構における上下弦材間距離で圧縮お よび引張主筋間鉅離 または応力中心距離 、pa ：せ

ん断補強筋面積比 、 σwy ：せ ん断補強筋降伏強度、φ ：コ ンクリー ト圧縮束の材軸に対する角度

また こ の ときにコ ンクリー ト圧縮東に生 じる斜め圧縮応力c σ tは、（15）式で与え られ る 。

Cσ t＝ （1＋cot2 φ）・PW・σ wy 一一
（15）

したが っ て 、 c σ tが過大 とな っ て コ ン クリー ト圧縮束が圧壊して は い けな い ため、（14）式を用い

る場合 には cσ tの大きさに対して制限が与えられること になる。

4．部材の せ ん断強度

　せん断補強筋を有しない部材のせ ん断強度は、梁機構耐力またはアーチ機構耐力の大きい 方で

与え られ るこ とは先に述べ た通りであ る。 こ こ で は 、 せ ん断補強筋を有する
一般部材のせ ん断強

度にっ い て 述べ る 。

　部材の せ ん断強度算定式と して は大きく分けて 3 っ の タイプがある。 そ れ らは 、 （a）せん断ひび

割れ耐力またはせん断補強筋を有 しない部材のせ ん断耐力などい わゆるコ ンクリー ト負担せ ん断

力と呼ばれて い るもの とせん断補強筋の補強効果 （実験式 または トラス機構耐力）の和で与える

もの 、（b）せ ん断補強筋と上下弦材により形成される トラ ス機構耐力で与 えるもの、（c）塑性理論
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の下界を用い トラ ス機構とア

ーチ機構の重ね合 わせ耐力で

与 えるもの 、 で ある 。 各国の

規 ・蟇準に於けるせ ん断設計

式は、おおむねこれ らの （a）

または（b）もし くは （a）と（b）

の 組合せで与えられて い る。

（C）につ い ては 、 軸力お よび

曲げモーメ ン トに関する釣合

Qa

　　↓
♂ a 　B

　 A

♂ a

　 　 CC

ぴa

　　　　　　
’

な 。

F

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 E
a

D
「

図 6 ， アーチ機構
Qa

丁

よ
2

十
上
2
⊥

をも満足 させる形で提案された南等9 ）
による拡張累加理論お よび称原等 le ，による圧縮場理論、市

之瀬等
tl ，

による重ね合わせ理論が提案されてお りこ れ らの考え方に基づ い た、 トラ ス 機構 とアー

チ機構の重ね合わせ によるせ ん断設計式が、建築学会RC耐震小委員会 （主査 ・岡田恒男）に於て 、

終局強度耐震設計指針案中のせ ん断設計条項 に取 り入れるべ く検討 12 ｝されて い る 。 以 下に 、 そ の

最新の検討案を紹介する。

　これは設計の簡明 さを考えて、 曲げ設計の終了した部材に対して要求せ ん断強度を確保する と

い う手順をとっ てお り、せ ん断設計時 には、軸力お よび曲げモ ーメ ン トに対する釣合条件は考慮

せずせん断の 釣合の みを考慮 して い る。 従 っ て、曲げ補強鉄筋は決し て 降伏する こ とが な く、軸

力お よび曲げモ ーメ ン トに対する釣合より要求される応力に抵抗し得るこ とを仮定 して い る 。 ま

た、 トラスおよびアーチ機構の 圧縮束コ ンクリー トの強度は 、 有効圧縮強度 （レ
・Fc）とい う形で

与え られ て い る 。 こ こ で、 レ は有効係数 と呼ばれて い る もの で、斜めひび割れの存在お よび コ ン

ク リー トその ものが理想的な塑性材料でない こ と等を考慮 して 1．0以下の値をとる。

　まず、 せん断補強筋が降伏 して い るもの と仮定すると、 トラス機構 に於け る負担せ ん断力Rtは 、

先の（14）式で与 え られ、その時の コ ン ク リー ト圧縮束応力cσ tは（15）式で与 えられる 。 よっ て 、

コ ンクリー ト有効圧縮強度 vIFc か らc σ tを差 し引い た（y ・Fc−cσ t）が 、 アーチ機構 （図6参照 ）

に対 して利用し得る コ ン クリー ト斜め圧縮束応力cσ a （設計式の 簡単化の 為に こ こ で は トラ ス お

よびアーチに於ける圧縮束角度の 違い は無視 した ）となる。

Cσ a＝ （1／ IFc −C σ t） 一一
（16）

よっ て 、 （16）式の cσ aの値を（10）式の レ
・Fcの 代わ りに代入すればアーチ機構の 負担せん断Qaが得

られる 。 こ こで注意 しな ければい けな い の は 、 単純梁のみでな くて 逆対称曲げモ ーメ ン ト分布を

をもっ 部材も対象 となる の で、（10）式に於けるa の 値は部材全長 とな る。

qa＝ α
・（y ・Fc−cσ t）・b・h＝ ぼ ・（1一β）・b・h ッ IFc 一一（17）

α ＝ tanθノ2＝ ［τ ｛（a／h）2
＋1｝−a／h］／2　−一（18）　β ＝ ｛（1＋cot2 φ）・pw・　c 　wy ｝／（レ ・Fc）　一一（19）

（17）式と（14）式の和として部材せ ん断強度が下式で与え られる。

Qu＝ b’jt°pw’σ w ・cot φ＋ α ・（1一β）・b・h・レ ・Fc 一一
（20）
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式（20）に於ける cot φ、
　 v および α （（18）式に於けるa／h比の値の とりか た）にっ い ては 2 つ の 方

法が提案され てお り、各々 A 法、 B 法と して下の表に まとめ て示す。

A 法 B 法

α 冨 tanθノ2 【「！
一
　｛（a／h）2＋1｝　−a ／h］　／2 ［4广　｛（2H／Qh）2＋1｝　−2H／qh】　／2

cot φ 次式の内最小値（1．0≦cot φ≦2．0）

　　　2．0 （φ ＝ 26．6度）

　　　1／tanθ

　　　4
−
　｛γ ・Fc／（PW ’ σ wy）−1｝

1．0 （φ＝ 45度）

y 0．7−Fc／2000 （2H／Qh＋1）／4　　（o．5≦　γ ≦ 1．o）

Q ，
H ：設計せん断力および曲げモーメ ン ト、

　a ：部材長さ

　両法の 違 いはせん断抵抗機構的

にみ ると、 トラ ス機構 に於け るコ

ン クリー ト圧縮束角度の とりかた

にある 。 こ れを両法に於ける V の

値を同一と仮定して模式的に示し

たのが図 7で ある 。 同図縦軸は部

材せ ん断強度で あり横軸はせ ん断

補強筋面積比 とその 降伏強度の積

Pい σ W である。

　A 法で は、 pw・σ WY がある限界

値に達する まで cot φの 値は 2．0で

あり、 トラス機構とアーチ機構が

共存して い る。 こ の 限界にお い て

アーチ作用が零とな り、 以後は ト

ラ ス 機構の みとな り、 そ の コ ン ク

謬

α

課

0

0

も

θ

oo

2．0

o
“

L

上 限 強 度
　欄一一一　幽
1

謹

　：
　 き

　　。
・ i

。
播

k

　 i騰
…

1鰹
1繁

！ 1攣

＼　、サ 響こ
チ 負担分

　　 、
　 　 ＼ 、　 1
　 　 　 ＼

　　　　　　…
　 　 　 　 　 　 「

丶
一 」こ

B 法
 

チ 負 担 分

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 P　 　 　 　 、 隔

10 ．2 ヴ
・Fc

…
10．5 ・レ

・Fc

：

B 法 i
　　…　　 9A

法

図7 ．A 法と B 法の比較

PW 「
σ vy

リー ト圧縮束角度の増大 （26．6度 ゆ 45度 ）に よっ て より大 きなせ ん断力に抵抗す る。

一方、B 法

に於 い ては、 トラス 角度が45度一定の ため、 トラス 機構 とアーチ機媾が常に共存 し、 上限せん断

力に達したとこ ろでアーチ機構が零 とな る。 よっ て 、 両法は、 上限せ ん断力時に一致し 、 こ の と

きcot φ＝ 1 とな る 。 こ の 上限ぜん断力時に対応するせ ん断補強限界は 、
　 pw・σ WY ＝0．5・y　・Fc で 与

え られ る 。 従 っ て 、 こ の限界値以 上のせ ん断補強筋を配置する場合には pw・σ wy の値を0．5・v ・Fc

として（20）式に代入 する こ とにな る。 現在、 これ ら両法の い ずれ を指針式と して採用するか につ

い て、各種係数の妥当性を含め、建築学会RC耐震小委員会で検討 中で ある 。

5．じん性の確保

　曲げせん断を受ける耐震 1 次部材の うち、塑性 ヒンジの期待 される部材において は、強度のみ

で な く危険断面降伏後も要求された ヒンジ部回転角が生 じるまで耐力低下を示 して はならない 。
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この ような目的を満足 させる為には、まず断面

の 曲げモ ー メ ン トに対する終局曲率じん性を確

保しなければい けない 。 こ れ は、 断面曲げ解析

による終局時圧縮縁コ ン クリー ト歪をあ る制限

値、たとえば0．3X、 に仮定 し終局時限界曲率を

計算する こ とによ り確認で きる。 この、終局曲

率をある値以上確保する工学的手段 としては 、

一般的に は、引っ 張り鉄筋係数q の制限が用 い

られる． 建築学会 PRC指針で は、　 qの値を0，25以

下にするこ とが要求 されてお り、 こ の値は 図 8

に示すPR〔環 の 曲げ試験結果
13 ，

か らも解 るよう

に断面の 曲率じん性率として 2〜 3程度を保証し

て い る。

　　
　　ミiζ

寺
　 　

q

図 8 ，引張鉄筋係数 と曲率 じん性

q＝（Ast　l σ Y−Asc・σ y ＋Ap・σ py）／（b・d・Fc） 一一（21）

Ast，Asc：引 っ 張りおよび圧縮鉄筋断面積、　 Ap；PC鋼材断面積、 σ y：鉄筋降伏強度、 σ py ：PC鋼材降

伏強度、b：梁幅、　 d；梁有効高さ、
　 Fc：コ ン ク リー ト圧縮強度

　
一方、qの 値が こ の 制限値を超過する、もし くはよ り大きな 曲率 じ ん性率が要求され る場合には

拘束 コ ンク リー トの利用が有効で あり、 建築学会PR〔脂 針では拘束筋の 推奨デ ィ テールが示されて

い る 。

　曲げに対して は こ の ような尺度に よる制限が可能で あるが 、 通常の 部材は 曲げモ ーメ ン トと同

時にせん断力を受けており、曲げせん断状態での じん性確保を考える必要がある 。 曲げせ ん断応

力の 下で の 部材じん性の 考え方の 一
っ として、せ ん断強度と曲げ強度の比率をじん性評価の 尺度

とす るものがある。 これは 、 せ ん断強度が曲げ強度を上回る比率が大 きければ大 きい ほど部材じ

ん性が大きくなると い っ たもので 、 柱および梁部材に対して い くっ かの提案がある。 　 それ に対

して、せん断伝達機構の 塑性モデル を仮定 し、そ の モ デル の なか で の 機構および材料の 終局強度

をじん性率の パ ラメ ターとするものがある 。 こ こ では 、 建築学会RC耐震小委員会せ ん断WGに於て

検討中の 方法を紹介する （A 法および B 法は さきに述べ たもの と対応 して いる ）。

A 法 ； コ ンクリー ト強度有効係数の 低減　 v ＝ （1−15・Rt・）・（0．7−Fc／20eo）

トラス斜材角度の増大

B 法 3 せん断強度と曲げ強度の比率増大

　 ＝ O．251（0．7−Fc／2000）

cot φ＝2．0−50，Rt

　 　 ＝ 1．O

Qu＝X ・Qコ

x ＝V
−
（Ru／0。006）

Rt＜0．05−一（22．a）

0．05≦Rt−一一（22．b）

Rt〈 0．02−一（23・a）

0．02≦Rt− （23．b）

一一（24）

Rt：ヒ ンジ限界回転角（Rad．）、
　 Ru：限界部材角（Rad．）、

　 Qu：部材せん断力強度、
　k勘：部材 ヒンジ部が

曲げ強度に達 した時の せん断力、X ：せん 断および曲げの強度比
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　こ こ で は、限界変形を与える尺度とし て ヒ ン ジ回転角または部材角をと っ て い るが、クリティ

カル断面の 曲げ降伏を基準 とした じん性率を尺度とする考え方もあ り当該委員会で検討中で ある。

A 法では、要求 ヒ ンジ回転角確保の 手段 として コ ン クリー ト圧縮強度荷効係数 ソ および トラ スの

斜材角度 φをヒ ンジ限界回転角の 関数として与えて い る。 こ の 考え方に関しては笶験にお けるせ

ん断補強筋応力の実測驚に基づい た説明もなされて い る
t4 ）

。
B 法で は、 せ ん断と曲げの 強度比を

用い て い る 。 曲げ じん性 に対する必要横拘東鉄筋およびせん断に対す る必要せん断補強筋が求ま

れば 、 要求量を配筋する こ とにな る。 両者の重複の可否っ い ては現在の と こ ろ明確にな っ てお ら

ず今後の観究課題で あるが 、 現在の とこ ろ どちらか 多い方で配筋すればよい と考えられて いる 。

6．付着割裂に対す る検討

　凾げせ ん断応力の もとで のぜ い 性的な破壊形式として、異形鉄筋周辺の被 りコ ンク リー トが鉄

筋節のクサビ作用 により割り裂かれ耐力を喪失する 、
い わゆる

”

付着割裂破壊
”

がある 。 こ れは 、

鉄筋 と周辺 コ ン クリー トと の 間の 付着作用が尖われるわけで、鉄筋 コ ン クリー ト構造 としての本

来の機媾が成り立 たなくなる 。 単調増大荷重の下での付着割裂破壊 に関しては 、 六車 ・渡辺
重5 ｝

に

より、せん断ひび割れ領域に扇形応力場を仮定した詳細な解析的手法が示されて い る。 また、繰

り返 し曲げせ ん断応力下で の 付着割裂破壊耐力に関しては、吉岡 ・武田 t6 ，

お よび柴田 ・荒井
t7 ）

による方法が提案されて い る 。 こ こ では 、 建築学会Rces震小委員会せ ん断WG　l：於い て検討中の案

を紹介す る。 なお、これ は先に述べ たせ ん断設計の A 法と組み合わせ て用い られ 、 最外縁鉄筋 に

っ い てのみ付着の検定をすればよ い こ とにな っ て い る。

（a）塑性ヒ ン ジ の生 じな い または片側に の み塑性ヒ ン ジの生じる部材

　 トラス作用に於 い て生 じる付着応力 τ tまたは部材両端部断面が所要の 曲げ抵抗を示すために必

要な付着応力τ fの うちどちらかが、最大付着強度 τ Uより小さ い こ とを確認する。

τ u ≧ whichever 　smaller 　of τ t　or τ f 一一（25）

rt ＝ Qt／（jt・Σ ψ）＝ b・pw・σ wy ・cot φ／Σ ψ ・・v‘（26）

τ f＝ db・△ σ 7 ｛4・（a−d）｝ 一一（27）

Qt； トラ ス作用 による負担せ ん断力、　 d；断面有効高さ、　 jt：最外縁主筋間距離、 Σψ ：鉄筋周長和、

△ a
’

；部材両端部での鉄筋応力の差 、
a ：部材畏さ、　db：鉄筋直径

こ ごで、△ σ
’

は σ y （降伏強度 ）寺σ s （他端での応力）で与えられ 、 σ sの値は断面の 力の釣合よ

り求めてよい 。
τ uは 、 藤井 ・森田 による付着強度式

t8 ）

に若干の 修正 を加え以下 の 手順で求める。

ただ し、梁水平上端筋に関 しては得 られた値を9．3倍 して用い る 。

rU ＝ τ CO＋ τ st 一一（28）
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τ coはコ ンクリー ト負担分を表しており、

　　　　　　　　　　 Tco ＝ （O．4・bi＋0。5）・V
−
Fc　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　−一（29）

ここでbiは付着割裂破壌の形式よ り定まる係数であ り、　 bci（コ ーナー割裂に対応、 図 9参照 ）と

bsi（全割裂に対応、 図 9参照）の うち小さい 方の 値とする 。

　　　bci＝ （2V广2・de−db）／db　　−一（30）　　　　bsi＝ （b一Σdb）／Σdb　　　−一
（31）

dc：隅角部主筋中心か らの被り厚さ、　db；隅角部主筋直径、Σdb：
一列に並んだ主筋直径の総和

b：断面幅

τ stは横補強筋 （せん断補強筋 ）の効果を表しており、コ ーナー割裂お よび全割裂 きに対して別

途与えられる。

e W （bi＝ bci＜ bsi）　　rst ＝ 50・Aw・4
−
Fc／（s ・db）　　　　　　　　　　　　　　　　　一一（32）

錮 裂の盤 （bi冨 b・i≦b・i）　 ・ ・t・ ｛（4・・N・INt・2・・N・／Nt）・Pa・blV
−
F・｝ノ；db

−一（33）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ns≦Nuの場合には 、
τ st ＝ （20・pw ・b・fFc）／Σ db −一

（34）

Aw：隅角部主筋にかか る横補強筋断面積、　s：ヒンジ領域外での横補強筋間隔、　Ns：
一一一列の主筋のう

ち直接横補強筋の かか っ て い るもの の本数 、 Nu：一列の主筋の うち直接横補強筋のかか っ ていない

もの の本数、Nt：全主筋本数 （Nt＝Ns＋Nu）、pw：ヒンジ外の領域で のせ ん断補強筋比

（b）両端部に塑性ヒ ン ジ の生 じる部材

　両端部に ヒ ン ジの 発生す る部材では、以下の 2っ の 条件の どちらかを満足 しなければい けな い 。

hユ　（35）式で求め られる付着応力 τ fの値が最大付着強度 τ u より小さい こ とを確認す る 。 こ こ で 、

　　　△ σ は2・σ y （降伏強度 ）で与え られ る。

　　　　　　　　　　 τ f＝ db・△ σ ／｛4・（a− 2・d）｝　　　　　　　　　 一一（35）

瓲 　（36）お よび（37）式で求め られる付着応力の小さい 方が 、 要求部材ヒ ンジ回転角に対応 した付

　　　着強度 τ us以下で ある こ とを確認す る。 こ こ で 、 △ σ
’
は（27）式で用い たもの と同じで ある。

　　　　　　　　　　τ t＝Qtノ（jd・Σψ）＝ b，pw ・σ WY ・cot φ／Σ ψ　　　 一一（36）

　　　　　　　　　　τ f＝ db・△ σ
）

／｛4・（a−d）｝　　　　　　　　　　一一（37）
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τ USは、部材の 要求 ヒ ンジ回転角が主とし て 主筋の

滑 りによっ て生 じる場合の主筋滑り△s に対応した

付着応力で あり市之瀬によ り提案された付着応力と

滑りの 関係
1 ω

より求め られ る。

コお　　v＿”　お へ

l　　 l
Side　Sptit

蝦

t｝　
　

li　　　 l
Corner　Sptit

；L． ．tsS ！1IZt

△ s ＝ Rt・（d−xn ） 一一（38）　xn ：中立軸深 さ 図 9 ．コ ーナー割裂 と全割裂

τ us ＝ （τ u 一τ 3）・（△ s−s3 ）／（s2 −s3 ）＋ τ 3
、 （τ us ≦τ u か つ τ us≧ τ 3） 一（39）

s2 ＝ （db／22）・（0。5＋20・pw ・b／Σ db）　　
一一

（40） s3 ＝db／5 一一（41）

コ」＝ 二辷＝二晝贐 （bi冨 bci＜ bsi）　　τ 3＝ （20・pw・b／Σ d  o．4）・¶厂Fc 一一（42）

WW （bi＝ bsi≦bci） τ 3＝ ｛60，PWIblNs／（Nt，Σdb）＋0．4｝・4
−
Fc 一一

（43）

Ns≦Nuの 場合は、 τ 3＝ 0．4・fFc 一一（44）

7．あ とが き

　過去の 研究の 概略と現在の状況にっ いて主 として建築の分野に限 っ て述 べ たが 、 論文参照等の

不備はすべ て 著者の 不勉強と御容赦願い た い 。 また、軸力の効果にっ い ては夫だ不明確な 点が多

く今後の 重要な研究課題と考 えて い る。 なお、本文中の 単位はすべ て、  、om 、　 kg〆cm2 で あ る。

最後に、本文執筆に 当た っ て提出資料を参考 にさせ て頂 い た、日本建築学会RC 耐震設計小委員

会およびせ ん断WGの委員各位に厚く御礼申し上げます。
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